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※詳しい内容については、本文をお読みください。 

①申込み（P２～５）  

〇受付期間：令和４年３月１日（火）から 

     （土・日及び祝祭日を除く午前８時 30 分から午後５時 15分まで） 

  〇受付場所：長岡市 財務部 管財課 財産マネジメント室 

   （長岡市大手通２丁目６番地 フェニックス大手イースト６階） 

   

②買受人の決定  

〇「市有財産買受申込書」等の受理後、申込者を買受人と決定します。 

※買受人が買受けを辞退する場合は、市有財産買受人決定通知書の交付日の翌日か

ら３日以内に届出ることとし、それ以降は辞退できないものとします。 

 

③契約の締結（P５）   

〇契約締結期限：市有財産買受人決定通知書の交付日の翌日から７日以内 

※契約締結に必要な収入印紙は、買受人の負担とします。 

 

④売買代金の納入（P５）   

〇契約締結後、30日以内に一括で売買代金を納入してください。 

   

⑤物件の引渡し及び所有権移転登記（P５） 

〇売買代金の納入完了を確認後、売却物件を引渡し、長岡市が所有権の移転登記を行い

ます。 

 ※所有権移転登記に必要な登録免許税は、買受人の負担とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申込みから所有権移転登記までの流れ 
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市有財産売却要項 

 

 本要項は、今回売却する長岡市所有地及び建物（以下「本件不動産」という。）を先着順

で売却するにあたり、必要な事項を定めるものです。 

 この物件の買受けを希望される方は、次の各事項を承知のうえ、お申込みください。 

 

Ⅰ 本件不動産の表示及び価格 

区分 不動産の表示 売却価格 

土地 

地 番：長岡市旭町２丁目２番７  

地 目：宅地               

面 積：654.69㎡             

備 考：商業地域（建ぺい率：80％、容積率：400％）、 

準防火地域 

50,866,289 円 

建物 

所 在：長岡市旭町２丁目２番地７     

構 造：鉄筋コンクリート造陸屋根２階建     

種 類：居宅 

延床面積：232.79 ㎡（１階 148.85 ㎡、２階 83.94 ㎡）       

建築日：昭和 56 年 12 月    

家屋番号：２番７              

 

Ⅱ 申込みについて 

１ 申込受付期間及び受付場所 

  ＜申込受付期間＞ 

令和４年３月１日（火）から 

受付時間：午前８時 30分から午後５時 15 分まで 

※土曜日、日曜日及び祝祭日を除きます。 

  ＜申込受付場所＞ 

   〒940-0062 

新潟県長岡市大手通２丁目６番地 フェニックス大手イースト６階 

長岡市財務部管財課財産マネジメント室（電話：0258－39－2211（直通）） 

 

２ 申込資格 

個人又は法人が申込資格者となります。ただし、次のいずれかに該当する方は、申

込みできません。 

⑴ 地方自治法施行令第 167 条の４第１項に該当する者 

ア 成年被後見人 

イ 未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ていない者 

ウ 破産者で復権を得ていない者 
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  ⑵ 過去３年間に、次の各号の一に該当する行為を行った者。また、その者を代理人

として使用する者 

ア 入札において、その公正な執行を妨げる行為又は公正な価格の成立を害し、若

しくは不正の利益を得るために連合する行為 

イ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げる行為 

ウ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった場合 

   エ 前各号の一に該当する事実があった後３年を経過しない者を契約の履行に当た

り代理人、支配人その他の使用人として使用する行為 

⑶ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）が、経営に実質的に関与していると認められる者 

⑷ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者 

  ⑸ 暴力団員と認められる者 

⑹ 暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的

又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められる

者 

⑺ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

  ⑻ 法人にあっては、その役員（その支店又は営業所を代表する使用人を含む。⑼に

おいて同じ。）が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者 

⑼ 法人にあっては、その役員のうちに⑸から⑺までのいずれかに該当する者がある

者 

 

３ 申込条件 

  ⑴ 以下の条件を付します。 

   ア 建築基準法による建築制限について 

     本件不動産は、商業地域に指定されています。 

イ 本件不動産売却にあたっての、市が独自に設ける土地利用上の特約について 

     商業地域による制限のほか、次に掲げる建物を建築すること及び使用すること

は認めません。 

    ① 公益施設・病院・学校等の区分のうち、神社、寺院、教会等 

    ② 遊技施設・風俗施設の区分に該当するもの 

    ③ 工場・倉庫等の区分のうち、畜舎、自動車修理工場、作業場の床面積の合計が

50 ㎡以下かつ危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場、作業場の

床面積の合計が 150 ㎡以下かつ危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場 

    ④ 集会場（特定、不特定を問わず、２人以上の者の集会を目的とした施設） 

※ 上記の制限についての詳細は７ページのとおりです。 

  

４ 申込方法 

市有財産買受申込書（様式１）に必要書類を添えて、申込受付場所に直接持参してく

ださい。なお、電話・郵送・ファックス・メールによる申込みは受付けません。 
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５ 申込時に持参していただくもの 

 ⑴ 市有財産買受申込書（様式１） 

 ⑵ 個人の場合は買受申込者本人の住民票の写し（１通）（発行から３箇月以内のも

の。） 

   法人の場合は現在事項全部証明書（１通）（発行から３箇月以内のもの。） 

 ⑶ 同意書（様式２）（２ 申込資格⑴－イに該当する場合） 

 ⑷ 誓約書（様式３）（過去２年以内に市に提出したことがある場合は、不要です。） 

 ⑸ 委任状（様式４。代理人により申込みをしようとする場合のみ。） 

⑹ 土地利用計画書（様式７） 

⑺ 印鑑  

 

 ６ 土地利用計画書の作成について 

   買受申込時に提出していただく土地利用計画書については、土地利用計画書（様式７）

を表紙にし、下記内容の資料を添付し、A4 判で２部提出してください。なお、添付資

料の書式については任意とします。 

  ⑴ 土地の利用目的 

  ⑵ 敷地内に建設する建物の概要 

  ⑶ スケジュール 

  ⑷ 計画図 

 

 ７ 買戻し特約について 

   市有財産売買契約書に５年間の買戻し特約を設けます。 

買戻しの際には、本件不動産を原状に回復して返還していただきます。なお、契約締 

結後に乙が建築した建物、構築物があるときは全て除去して返還していただきます。 

本件不動産を所有権移転登記が完了した日から起算して５年を経過する日までに暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号

に規定する暴力団の事務所の用に供した場合、買戻し特約の対象となります。 

また、所有権移転登記が完了した日から起算して５年を経過する日までに買受申込

の際に提出していただく土地利用計画書に反する建物を建築した場合及び用途制限に

反する使用をした場合は、契約額の 20％を違約金として徴収した上で、市が契約金額

で本件不動産を買い戻します。 

土地利用計画書に従い、本件不動産を取り壊したときは、建物の買戻権を放棄して買

戻権の登記を抹消します。 

本件不動産または土地利用計画書に従い建築した建物を売買、贈与、交換、出資等に

よる所有権の移転をするときは、土地利用に係る義務を書面により継承し、当該第三者

に対して当該義務に違反する使用をさせてはならない。地上権、質権、使用貸借による

権利又は貸借権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定するときも、同様とす

る。 

土地利用計画書に従い、本件不動産に建築する分譲マンション等の竣工後、建築基準

法の規定による検査済証が交付された場合には、買戻期間の満了前であっても、当該検

査済証の交付日以降は、土地の買戻権を放棄して、買戻権の登記を抹消します。 

 



5 

 

８ 申込みにあたっての留意事項 

   市有財産買受申込みの取下げは、市有財産買受申込取下書（様式５）を提出してくだ 

さい。 

なお、既に市から買受人と決定している者で市有財産の買受けを辞退する場合は、市

有財産買受人決定通知書の交付日の翌日から３日以内に市有財産買受辞退届（様式６）

を届け出ることとし、それ以降は辞退できないものとします。 

 

Ⅲ 契約について 

１ 契約の締結 

⑴ 買受人は、市有財産買受人決定通知書の交付日の翌日から７日以内に管財課にお

いて、契約の締結を行っていただきます。期日までに契約を締結されない場合は、買

受人の決定は無効となります。 

  ⑵ 契約締結に要する収入印紙及び所有権移転登記に必要な登録免許税は買受人の負

担とします。 

 

２ 売買代金等の支払い方法 

  ⑴ 契約締結後、市が発行する納入通知書により、30 日以内に売買代金を一括納付し

てください。 

  ⑵ 所有権の移転登記は市で行いますので、市が用意する国税収納金納付書により、登

録免許税を金融機関に納入し、領収証書を市まで届けてください。 

    

３ 所有権の移転等 

  ⑴ 売買代金の納入完了を確認後、速やかに所有権が移転するものとします。 

  ⑵ 本件不動産の引渡しは、売買代金納入完了確認後、速やかに行います。 

  ⑶ 本件不動産の所有権移転登記は、売買代金及び登録免許税納入完了確認後、速やか

に市が手続きします。 

 

Ⅳ その他 

 １ 本件不動産を売却するにあたり、現状有姿での引渡しとなります。現地及び周辺環境

の状況は必ず買受人自身で確認してください。 

 ２ 現地の工作物や樹木等は、現状有姿のまま引渡します。 

現地の工作物に関し、隣接土地所有者、地域住民等との調整等が生じた場合は、すべ

て買受人において行ってください。 

３ 本件不動産のガス管は破損しているため、現状のままガスを使用することができま

せん。ガスを使用する場合は、本件不動産買受人の費用負担により修繕してください。 

４ 融雪会（本件不動産にある消雪施設を管理する消雪組合）への加入について 

本件不動産南側間口及び敷地内に消雪施設があり、融雪会の規約により、本件不動産

の所有者は、融雪会に加入することとなっています。そのため、本件不動産買受人は融

雪会に加入しなければなりません。 

消雪施設に係る電気料金、ポンプ等設備維持・管理費は、融雪会で定められた負担に

基づき支払うこととなっています。 

電気料金・・・電気料金に対して会員の消雪施設延長割（間口及び敷地内） 
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ポンプ施設等維持・管理費・・・修繕等が発生した場合、費用に対して 3/10 を負担 

 

消雪施設を延長又は短縮する場合は、事前に融雪会へ報告するとともに、他の会員の

使用に支障がないか等を確認してください。延長又は短縮工事に伴う費用は本件不動

産買受人の負担により行ってください。 

短縮する場合であっても、本件不動産南側間口の消雪機能は最低限確保してくださ

い。 

消雪施設は、本件不動産敷地南側と歩道の境界付近に敷設されていますが、敷設位置

は特定できていません。そのため、建物、工作物等を取り壊す場合は、現場で消雪施設

敷設の状況をよく確認してください。 

消雪施設、融雪会に関し、融雪会、地域住民等との調整等が生じた場合は、すべて本

件不動産買受人において行ってください。 

市は消雪施設工事等に係る手続き及び費用を負担しません。また、工事等に伴い、万

が一、消雪施設の稼働に支障を生じさせた場合は、本件不動産買受人の負担で現状に復

すものとします。 

５ 本件不動産のアスベスト調査を行っています。別添、検査結果報告書をご確認くださ

い。 

  アスベスト調査に伴い、台所、浴室の天井材、外壁及び軒裏の一部を切り取っていま

す。修繕は行っていませんので、必要に応じて、本件不動産買受人の費用負担により修

繕してください。 

６ 本件不動産の地盤調査、地下埋設物調査及び土壌汚染調査は行っておりません。また、

本件不動産のアスベスト検査結果証明書に記載する箇所以外についてのアスベスト調

査は行っておりません。本件不動産の解体・撤去工事の事前調査においてアスベスト含

有が確認された場合の除去費用については買受人の負担とし、長岡市はその責任を負

わないものとします。なお、調査にかかる費用については、買受人の負担とし、長岡市

は、このことによる一切の損害賠償等の責任は負わないものとします。 

７ 建物所有権移転登記に係る登録免許税について、軽減税率は適用されません。 

 ８ 先着順受付のため、既に売却済みである可能性がありますので、ご了承ください。 

 ９ その他不明な点については、表紙連絡先までお問い合わせください。  
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Ⅴ 用途地域内の建築物の用途制限(概要） 
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層
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層
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域

準
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居
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域
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隣
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業
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域
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業

地

域

準

工

業

地

域

工

業

地

域

工

業

専

用

地

域

備　　考

①※ ①※ ①※ ※ 非住宅部分の用途制限あり

×

① ① ①

④

※ ※ ※ ⑥

※ ■ ⑥

③ ④ ⑤ ⑤ ⑤ ⑥

③ ④

③ ④ ×

④

④ ×

⑤ ⑤ × ⑤ ⑤

⑤ ⑤ × ⑤

×

×

② ×

×

×
複

合

施

設

※ ※ ※ ※
※ ２階以下かつ床面積の合計が300㎡以
　 下のものは建築可能

※
※  自家用として農産物及び農業の生産

　   資材を貯蔵するものに限る

④ ×

① ① ① ▲ ▲ ２階以下

×

×

×

※ ×
※ 農産物を生産、集荷、処理及び貯
　　蔵するものに限る

×

③ ④

※用途制限あり

■ 農産物直売所、農家レストラン等のみ。

　　2階以下

事務所等

ホテル、旅館

遊
技
施
設
・
風
俗
施
設

ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴルフ練習場、バッティング練習場

カラオケボックス等

マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場等

劇場、映画館、
演芸場、観覧場

客席の部分の床面積の合計が200㎡未満のもの

客席の部分の床面積の合計が200㎡以上のもの

注１）本表は建築基準法別表第二の概要であり、全ての制限について掲載したものではありません。
注２）本市は「田園住居地域」の用途指定はありません。

巡査派出所等公益上必要な建築物

　 ①一定規模以下のものに限り建築可能
　 ②当該用途に供する部分が200㎡未満の場合に限り建築可能
　 ③当該用途に供する部分が２階以下かつ1,500㎡以下の場合に限り建築可能
　 ④当該用途に供する部分が3,000㎡以下の場合に限り建築可能
　 ⑤当該用途に供する部分が10,000㎡以下の場合に限り建築可能
　 ⑥物品販売店舗、飲食店が建築禁止

住
居
系

住宅

兼用住宅

共同住宅、寄宿舎、下宿

公
益
施
設
・
病
院
・
学
校
等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校

大学、高等専門学校、専修学校等

図書館等

神社、寺院、教会等

診療所

病院

保育所等

ナイトクラブ等

集会場

自動車修理工場

作業場の床面積の合計が50㎡以下のもの

作業場の床面積の合計が150㎡以下のもの

作業場の床面積の合計が300㎡以下のもの

老人ホーム、福祉ホーム等

老人福祉センター、児童厚生施設等

公衆浴場

自動車教習所

店
舗
等

店舗・飲食店等

２階以下かつ床面積の合計が150㎡以内の一定のもの

２階以下かつ床面積の合計が500㎡以内の一定のもの

上記以外の店舗、飲食店

都市計画区域内においては、都市計画決定が必要

作業場の床面積の合計が150㎡を超えるもの又は危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場

火薬類、石油類、ガ
ス等の危険物の貯
蔵、処理の量

量が非常に少ない施設

量が少ない施設

量がやや多い施設

量が多い施設

作業場の床面積の合計が150㎡以下かつ危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場

キャバレー、料理店等

個室付浴場業等

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ、店舗、飲食店、展示場、遊技場、勝馬投票
券発売所、場外車券売場等の床面積の合計が10,000㎡を超えるもの
（劇場、映画館、演芸場、観覧場については客席部分の床面積）

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場等

作業場の床面積の合計が50㎡以下かつ危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場

倉庫業を営む倉庫

畜舎

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具
店等で作業場の床面積の合計が50㎡以下のもの

工
場
・
倉
庫
等

単独車庫（付属車庫を除く）

建築物付属
自動車車庫

１階以下かつ600㎡以下のもの

２階以下かつ3,000㎡以下のもの

２階以下のもの

建てられる用途 建てられない用途


